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1970 年代以前の義務付けの強いサービスに対する補助率は 5 分の 4 と非常
に高いものであった。ところが、1985 年度の「国の補助金等の整理及び合理化













る 2 分の 1 以内（ 1986 年以前は 3 分の 1 以内）の国庫補助が行われていた。  
しかし、障害者自立支援法の移行に伴い、居宅サービスの義務付けが強化さ


























































2. 分析の視点と各章の要約  

















                                                 







第 1 章  障害者福祉制度の近代化と制度改革  
 







行制度の成果と課題にどう繋がっていったのか、整理しようとしている 4)。  
第 1 に、施設サービス中心から居宅サービス中心への施策方針の転換、第 2





宅サービス中心に施策方針を切り替えることで公費の抑制を図った 5)。  








                                                 
4) 以下の時期区分の解説は、室田（ 2006）を参考にしつつ、障害者福祉の観
点を取り入れたものとなっている。  
5) 室田（ 2006） ,p.125. 







2. 障害者福祉制度の確立  
戦前の日本は、社会福祉という概念が確立されておらず、貧困者に対する救
貧施策が細々と行われていた。そのため、障害者福祉制度は、確立した分野に
はなっていなかった 7)。   
ところが、敗戦後、日本国憲法が 1947 年に施行されると、社会福祉の概念
が憲法第 25 条の生存権規定によって確立された 8)。その後、「社会福祉三法」
の 1 つである身体障害者福祉法が 1949 年に制定されたことで、ようやく障害














8) 日本国憲法第 25 条 2 項「国は、すべての生活部面について、社会福祉、社
会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない」  
9) 以降の記述は、身体障害者福祉法の条文（の変遷）を基に、戦後の制度展

































の 4 の国庫負担を受けることができた 12)。  
さらに、更生援護施設の経営（運営）は、1951 年に制定された社会福祉事業
                                                 
11) 1960 年に制定された精神薄弱者福祉法（現：知的障害者福祉法）の第 1 条
においても、その目的は「更生の援助」であると規定されている。  
12) この補助率は 1951 年の改正で定められたもので、改正前は、都道府県設
置の施設のみが 5 分の 4 の国庫負担の対象であった。市町村設置の施設に対











3. 第 1 の転換：施策方針の転換―施設サービスから居宅サービスへ― 










































                                                 
14) 戦前の精神障害者施策は、精神病者監護法によって明文化された保護者に
よる私宅監置と、精神病院法に基づく精神病院への入院の 2 つが行われてい









沢・神野・副田（2008） ,p.7）。  

















3 分の 1 以内の国庫補助を受けることができた。また、都道府県が費用の 3 分
の 1 以内の負担をすることが定められていた。つまり、市町村の費用負担は、










                                                 













おいては、障害者の脱施設という形で障害者施策に反映された 18)。  















                                                 
18) 昭和 56 年版厚生白書 ,p.13. 
13 
 
の所得課税年額が 30,000 円未満の者は費用基準額の 2 分の 1 を、 30,000 円以
上の者は費用基準額の全額を負担することになった 19)。  
このような新しい居宅サービスが誕生する一方で、既存の居宅サービスには、








4 から 2 分の 1 まで引き下げられた 21)。市町村と都道府県の負担はそれぞれ 4









された 23)。  
また、市町村の固有事務とされていた障害者短期入所事業及び在宅障害者デ
                                                 
19) 当時の基準額は 1 時間 580 円であった。  
20) 第 102 回国会衆議院予算委員会（ 9 号） ,1985 年 2 月 14 日 ,二見伸明出席
委員答弁  








の補助率は施設サービスと等しいものとなり、 3 分の 1 以内から 2 分の 1 以内




















護人派遣事業も国庫補助の対象とされた 26)。  
 
                                                 
24) 茨木・大熊・尾上・北野・竹端（ 2009） ,p.64. 


















 例えば、後述（ 4 節参照）の制度的方向性の転換（「自立と社会活動への参加」）
や在宅福祉サービスの見直しは、その一環で行われたものであった。  
 
4. 第 2 の転換：措置制度から契約制度への移行  
4.1 90 年代の障害者福祉施策：措置制度を中心として  
 90 年代の障害者福祉施策は、依然として措置制度が続けられていたが、その
内容について、以下に示す 5 点について、大幅な見直しが行われた。  





                                                 
27) United Nations（ 1983） ,p.6. 
28) 精神衛生法は 1987 年に精神保健法に改称された。  
29) 身体障害者福祉法は 1990 年に、知的障害者福祉法（旧：精神薄弱者福祉
法）は 2000 年に、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（旧：精神保健

























































                                                 
30) これらの施設や事業の名称は、 1999 年の精神薄弱の用語の整理のための関
係法律の一部を改正する法律に基づき、「精神薄弱者」という表現は改めら
れ、全て「知的障害者」に置き換えられた。  














































支払う施設訓練等支援費の 2 つに区分されていた。  
施設訓練等支援費は、法律補助として 2 分の 1 の国庫負担（都道府県負担 4
分の 1）、居宅生活支援費には予算補助として 2 分の 1 以内の国庫補助（都道府
県負担 4 分の 1 以内）を受けることができた。一方で、居宅生活支援費は、国




費を中心に予算不足に陥っていた 35)。初年度の 2003 年度は、当初予算から 128
                                                 
32) ただし、施設訓練等支援費の場合、障害程度区分（ 3 区分）の判定が行わ
れ、該当する区分に基づいて支援費の金額が決定されていた。  











億円の不足が発生し、 2004 年度は 274 億円の不足が発生していた 36)。そのた
め、厚生労働省は、省内予算の流用や補正予算（ 2004 年度のみ）等によって予
算不足の穴埋めを行ったが、完全に不足分をカバーすることはできなかった 37)。
2003 年度の場合、全体で 14 億の不足が発生し、2004 年度の場合 11 億の不足
が発生していた 38)。  
この予算不足の問題により、厚生労働省は、支援費制度の大幅な見直しを迫














65 歳未満（特定疾病該当者で 40 歳未満）の障害者に対して介護保険サービス
を適用するというものであった。しかし、障害者団体等からの反対意見が相次





38) 2003 年度の 14 億円は全てホームヘルプサービスの予算不足額である。





いだことで、最終的には検討課題として見送られた 39)。  
これらの経緯を踏まえて、厚生労働省は、試案をベースに障害者自立支援法





ービスを受けることが可能になった。さらに、同法附則 61～ 63 条に伴い、社
会福祉法（旧：社会福祉事業法）が改正され、一部を除いて、ほとんどの障害
















                                                 
39) 2 章 4.3 節参照。  
40) 2006 年の 1 月から 3 月までは支援費制度が適用されていたが、試験的に居
宅介護サービスの財政負担が 2 分の 1 の国庫負担という形で行われていた。  



















を受けることが義務付けられていた。障害程度区分は 7 区分（ 1～ 6 及び非該
当）あり、区分によって受けられる障害福祉サービス（介護給付）が決められ
ていた。仮に判定された区分が利用サービスの該当区分を下回る、もしくは非
該当（区分 1 よりも障害の程度が軽度）と判定された場合、支給不可となる。 
具体的なプロセスは、障害者が市町村にサービスの利用申請を行った後、障
害程度区分認定を受けるとともに、相談支援業者及び申請者本人（の家族）が
利用計画を提出する。区分認定は 1 次判定と 2 次判定の 2 つに分かれている。
1 次判定は調査員が申請者に対して 106 項目の調査項目から成る認定調査が行
われ、その結果をコンピュータに入力し、区分を判定する 42)。調査項目のうち、
79 項目は介護保険制度の要介護認定と同じ内容であり、残りの 27 項目は障害
                                                 












された。同法では、自立支援給付費に対して、法律補助として 2 分の 1 の国庫





利用者負担を除いた費用は、予算補助として 2 分の 1 以内の国庫補助を受ける
ことができ、市町村地域生活支援事業の場合は、それに加えて都道府県が 4 分









                                                 









たからである 44)。  
その後、厚生労働省は、国の費用負担強化の一環として、以下の 2 つの施策
を行った。第 1 に、国庫負担基準の改定による、国庫負担金の上限引き上げで
ある。障害者自立支援法では、2009 年度と 2012 年度の 2 度にわたり単位の改
訂が行われたことで、国庫負担基準総額の水準が大幅に引き上げられた。厚生
労働省の資料によれば、2009 年度での訪問系サービスの国庫負担基準総額（全
国ベース）は、1,196 億円であったが、2013 年度では 2,136 億円と 5 年間で約
2 倍まで増加していたことが報告されている 45)。  
第 2 に、国庫負担基準超過額に対する 2 つの減免措置の追加である。1 つは、
都道府県地域生活支援事業の「重度障害者に係る市町村特別支援」である。こ
の措置は、訪問系サービスの国庫負担基準総額の超過額に対して、一定額の助
成（国と都道府県がそれぞれ 2 分の 1 を負担）を行うものである 46)。ただし、
その対象は訪問系サービスの全利用者数に占める重度訪問介護対象者の割合が




                                                 
44) 第 164 回国会衆議院予算委員会（10 号） ,2006 年 2 月 13 日 ,川崎二郎厚生
労働大臣答弁 . 




47) この措置は都道府県の任意であるため、行われない場合もある。  
25 
 
て、超過額の 2 分の 1 を国が、 4 分の 1 を都道府県が助成するものである 48)。    
同事業は、人口 10 万人未満の市町村に対しては超過額全てが、助成対象と
なっているが、人口 10 万人以上の市町村（政令指定都市・中核市を除く）につ
いては助成額に上限が設定されている。具体的には、人口 10～ 30 万人未満の
市町村は国庫負担基準総額と同額まで、人口 30 万人以上の市町村は国庫負担
基準総額の 2 分の 1 の金額までとなっていた 49)。これらの減免措置をまとめる
と表 1 のような仕組みになっている。  
利用者負担（自立支援給付）の見直しについては、応能負担から費用の 10 分
の 1 を負担する応益負担へと変えられた。ただし、 2 つの減免措置が同時に設
けられた。1 つは、負担上限額である。これは所得区分によって定められてお
り、限度額を超えた部分については、負担が求められないというものであった。    





円で実質的に無料であり、その他の世帯が 37,200 円となっている。   
 
  




















援法を改正し、2012 年 4 月から応能負担に戻すことでその解決を図った 51)。ま
た、減免措置である負担上限についても見直され、市町村民税非課税世帯、生
活保護世帯の上限額が 0 円となり、実質的に無料となった。  
さらに、介護保険制度に取り入れられていたホテルコストが導入され、施設
                                                 






































































障害者総合支援法は、以下の 3 つの点について見直しが行われた。第 1 に、
                                                 
52) 具体的な減免措置として、補足給付が挙げられる。これは、利用者の手元（所
得から負担額を差し引いた額）が少なくとも 25,000 円（障害基礎年金 1 級受
給者や 60 歳以上は 28,000 円、65 歳以上は 30,000 円）が残るように現金給付
を行うというものである。  
















法では、130 の難病患者が障害者福祉制度の対象に加えられ、2015 年 1 月には
21 の難病が追加され、151 の難病患者が障害者福祉制度の対象となった。  
第 3 に、国庫負担基準超過額に対する減免措置の見直しである。2015 年度に
厚生労働省は、「重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援事業」の見直しを
行い、以下のように改定した。まず、超過額全てが助成対象になる市町村の規
模が、人口 10 万人未満から 3 万人未満に縮小された。次に、3 万人以上 10 万
人未満の団体のうち、財政力指数が 1 未満の団体は国庫負担基準総額の 4 分の
3、財政力指数 1 以上の団体は国庫負担基準総額の 4 分の 1 の額が助成額の上
限となった。最後に、 10 万人以上 30 万人未満の団体については、財政力が 1
未満の団体は国庫負担基準総額の 3 分の 2、 1 以上の団体は国庫負担基準総額
の 8 分の 1 の額が助成額の上限となった。  
他にも、新しい措置として、訪問系サービスの利用者数に占める重度訪問介
護及び重度障害者等包括支援利用者数の割合が 5%を超えている団体に対し、
                                                 




減免措置の仕組みは表 2 のようになった。  
 
表 2 国庫負担基準超過額に対する減免措置（2015 年度以降）  
















































































                                                 
55) また、介護保険優先原則によって、高齢障害者に対するサービス給付の多
くが介護保険制度に取り込まれたことで、障害者福祉制度の費用が抑制された










第 2 章  サービス給付水準の世代間格差―介護保険優先原則が高齢障害者に及
ぼす影響― 
 






















































                                                 



































保険者は介護保険料の納付者である。被保険者は、65 歳以上の第 1 号被保険者
と、医療保険に加入している 40 歳以上 65 歳未満の第 2 号被保険者に分かれて
おり、それぞれから保険料が徴収される。  
保険料の徴収方法は、被保険者によって違っており、第 1 号被保険者の保









サービスの受給要件は 2 つあり、どちらか 1 つを満たした者が介護保険サ





支援が必要であると見込まれる状態」と定義づけている。第 2 に、第 2 号被
保険者であり、かつ介護保険法によって加齢現象と医学的関係のあると規定さ
れている病気（特定疾病）が原因で要介護（支援）状態にあることである。障
害者（特定疾病に罹っていない）の場合、 65 歳に到達した時点で第 1 の受給
要件を満たしているとみなされ、介護保険優先原則が適用される。  
                                                 
59) 以降、第 1 号被保険者の保険料を第 1 号被保険料、第 2 号被保険者の保険





要介護認定を受ける必要がある。要介護認定は 1 次判定と 2 次判定の 2 つの
プロセスに分かれている。1 次判定では介護保険認定調査員が 79 項目にも及
ぶ要介護認定調査が行われ、その結果をコンピュータに入力し、要介護（支
援）状態区分が判定される。  
































































は、保険料と公費がそれぞれ 2 分の 1 を負担する介護保険給付費負担金から
賄われる。細かく内訳をみると、第 1 号被保険料が 100 分の 20 前後、第 2 号
被保険料（介護給付費交付金）が 100 分の 30 前後となっており、この比率は
全国ベースの第 1 号被保険者数と第 2 号被保険者数の比率を基に「介護保険
の国庫負担金の算定等に関する政令」によって 3 年ごとに改定される 62)。
2015 年度から 2017 年度（第 6 期）の場合、第 1 号被保険料が 100 分の 22、
第 1 号被保険料が 100 分の 28 となっている。  
一方で、公費負担は、居宅サービスの場合、国が 4 分の 1（ 5 分の 1 は国庫
負担、 20 分の 1 は調整交付金）、都道府県と市町村が 8 分の 1 を負担し、施設
サービスの場合、国が 5 分の 1（ 20 分の 3 は国庫負担、20 分の 1 は調整交付
金）、都道府県が 40 分の 7、市町村が 8 分の 1 を負担する 63)。  
また、地域支援事業のうち、総合支援事業の費用については同じ仕組みにな
っているが、包括的支援事業、任意事業の費用については、第 1 号被保険料
                                                 
61) 2015 年 8 月から合計所得金額が 160 万円を超える者の負担率が、10 分の
1 から 5 分の 1 に引き上げられた。  
62) 以降、比較を容易にするために、保険料の負担比率については分母を統一
する。  
63) 市町村負担は一般会計から繰り入れられる。  
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が 100 分の 22、国が 100 分の 39、都道府県と市町村がそれぞれ 200 分の 39
を負担する。ただし、費用の上限が存在しており、前者は、市町村の総合支援
事業の費用に 75 歳以上人口の伸び率（ 3 ヶ年平均）を乗じた額、後者は 2014




財源が第 1 号被保険料に限定されている、②第 1 号被保険料が不足している
場合は第 1 号被保険料の納付額を引き上げる必要がある、③納付額の改定は 3
年ごとであり、必要に応じて柔軟に改定することができない等の制約があるた
め、ほとんど行われていない。例えば厚生労働省の「平成 26 年度介護保険事
務調査」によれば、1579 の保険者（地方自治体）のうち、 2013 年度に支給限
度額の引き上げを行った保険者は 17 団体であり、このうち居宅サービスの支
給限度額の引き上げを行った保険者はわずか 7 団体となっている。  
 
4. 介護保険優先原則の変遷  




























サービスも社会保険化するべきとして、対象年齢を 65 歳以上から、20 歳以上
に引き下げるべきという意見があったことが報告されていた。  
その後、1996 年に当時の政府与党が「介護保険制度の創設に関するワーキ
ングチーム」を設置し、具体的な協議が行われ、同年 11 月に介護保険関連 3
法案（介護保険法・介護保険施行法・医療法改正）が提出された。法案では、















その理由の 1 つであった 64)。このような経緯から、障害者に対する介護保険
サービスの適用は、高齢障害者のみに限定されることとなり、現在の介護保険
優先原則が誕生したのである。  
4.2 支援費制度までの介護保険優先原則  
介護保険優先原則は、2000 年の身体障害福祉法と知的障害者福祉法の改正に
よって初めて明文化された。改正では、身体障害者福祉法第 17 条 9 項及び知















                                                 














主が市町村民税非課税）に対するホームヘルプサービスの負担率を 10 分の 1
から 100 分の 3 まで引き下げるというものであり、 2004 年度までの時限措置
として行われた 65)。  
4.3 介護保険統合論と介護保険優先原則  









                                                 
65) ただし、①65 歳以前に障害者福祉制度（措置制度、支援費制度）によるホ
ームヘルプサービスの利用実績のない者、②介護保険施行時に高齢者福祉施
策、障害者福祉施策を利用していた 65 歳以上の障害者のうち、65 歳以前の障
害を原因とした障害者手帳交付を受けていない者はその対象外とされた。  
66) 対象年齢の下限については、後述の統合を巡る議論の中で、様々な案が挙




























                                                 
67) 第 13 回社会保障審議会障害者部会 ,全国脊髄損傷者連合会提出資料  
68) 日本経済団体連合会「介護保険制度の改革についての意見」  
















定の 1 次判定で使われる認定調査の質問事項は当初 106 項目あったが、この
うち 79 項目は要介護認定の項目が使われている。  
 その後、上記の介護保険法の附則に基づいて 2006 年 3 月に、介護保険制度
の被保険者、受給者範囲に関する有識者会議が設置された。同会議では既存の
議論に加えて、対象年齢の引き下げについて、より深い議論が行われた。議論
では、 40 歳から 30 歳に年齢を引き下げる A 類型と、年齢を問わず介護保険
サービスを受給できるようにする B 類型が検討され、会議では B 類型を推す





要がある」という非常に曖昧な提言が出されている 70)。  


























域支援事業に移行したため、介護保険優先原則の対象外とされている 73)。  

























要介護 5 の支給限度額は 360,650 円となっている。これを 1 日当たりに換算























が行われる。第 2 に、到達日の 3 ヶ月前以内に申請を行った者は、 65 歳到達



























日本と違い、基本的に利用者負担が発生しない制度となっている 76)。  
また、ドイツでは必要な給付が満たせなかった場合、社会扶助の一種である
介護扶助による補完がなされており、日本における障害福祉サービスの上乗せ
と類似した制度が存在している 77)。また韓国では、 65 歳未満の障害者を除く
65 歳以上の「全ての高齢者」は原則介護保険制度の対象となっている 78)。  
 
5 制度的差異とサービス給付水準の低下  
5.1 障害者総合支援法と介護保険制度との制度的差異   
 現時点での障害者総合支援法と介護保険法の条文を比較すると、障害者福祉
制度と介護保険制度の制度的差異は、以下の 5 つに大別される。  
 第 1 に、利用者負担の違いである。障害者総合支援法では利用者負担は、応
能負担（ホテルコストや補装具費の利用者負担を除く）となっているが、介護












                                                 
76) 藤森（ 2013） ,p.104. 
77) 森（ 2015） ,p.29. 
78) 金（ 2013） ,p46. 
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活保護世帯で 15,000 円、市町村民税非課税者がいる世帯で 24,600 円が上限
となっている。一般世帯の上限は 44,400 円となっているが、これは要介護 5









における第 1 号被保険料の負担分（100 分の 22）から、第 1 号被保険者数を
除したものである。この納付額は 3 年ごとに市町村の裁量で改定することが
できる。ただし、納付額は一律ではなく、市町村民税の課税状況等によって段
階別（基本的に 6 段階）に定められている。  
第 2 号被保険料の納付額は、各医療保険が負担する介護給付費納付金と
個々に定められている算定式によって決定されている。各医療保険が負担する
介護給付費納付金は、第 2 号被保険者の 1 人当たり保険料（全国ベースの介
護給付費における第 2 号被保険料の負担額から第 2 号被保険者数を除したも
の）に、各医療保険の加入者数を乗じたものである 80)。  
現在の介護保険料納付額についてみると、第 1 号被保険料の全国平均は
2012 年度から 2014 年度まで（第 5 期）で月額 4,972 円、第 2 号被保険料の
平均は 2014 年度で月額 5,273 円となっている 81)。  
                                                 













































5.2 制度的差異とサービス給付水準の低下  
 表 1 は、それら制度的差異を整理したものである。このうち、給付水準に
影響を与えているものは以下の 3 つである。第 1 に、利用者負担の違いであ
る。上記のように、サービスが介護保険制度へと移行した場合、利用者負担は

































































均 7,183 円と約 9 倍まで増加していることが報告されている。  

















                                                 



























れぞれのサービスの区分 6 の単位からホームヘルプサービスの区分 6 の単位等
を控除したものとなっている 84)。  
                                                 
83) 1 章 4.4 節参照。  



























                                                 
ービスの区分 6 の単位を単純に控除したものとなっていた。例えば当時の重
度訪問介護の区分 6 の単位は 29,590 単位、ホームヘルプサービスの区分 6 の
単位は 18,680 単位だったので、介護保険対象者に対する重度訪問介護の単位






































6. 今後の介護保険優先原則のあり方  





400 万人とされている 65 歳以上の高齢障害者の多くが、障害者福祉制度を選
















                                                 














































第 3 章  ホームヘルプサービス支給量の自治体間格差  
 
1. 障害者自立支援法は自治体間格差を縮小させたのか  
1.1 支援費制度の限界と自治体間格差  
ホームヘルプサービスとは、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支






その要因として、以下の 3 点が挙げられる。第 1 に、サービス未実施市町村
が存在する等、サービス提供の基盤整備が遅れていた点である 89)。厚生労働省
の資料によれば、ホームヘルプサービスを実施している市町村の割合は、2004
年 10 月時点で、身体障害者ホームヘルプサービスが 83％、知的障害者ホーム
ヘルプサービスが 66%、精神障害者ホームヘルプサービスが 49%となっており、
知的障害者や精神障害者に対するホームヘルプサービスの基盤整備が著しく遅





                                                 
88) 2013 年 4 月以前は障害者自立支援法が施行されていたが、同法においても
ホームヘルプサービスは介護給付の枠組みに入っている。  




















の支給量を抑制してしまう懸念があった 93)。  
1.2 障害者自立支援法施行後の自治体間格差  
障害者自立支援法では、支援費制度の反省を踏まえて、居宅サービスについ









しまうのではないかという懸念があった 94)。  
                                                 
92)  1 章 4.3 節参照。  




















合の格差は、支援費制度時代の 2004 年 10 月時点の格差は 5.25 倍であったが、
2008 年 6 月時点で 3.67 倍まで縮小していることが報告されていた 96)。  
しかし、この数値は格差の存在や縮小を示す根拠としてあまり適切ではない。
























である 97）。  
 
図 1 都道府県間及び、大規模都市間におけるタイル尺度の推移  
 
（出所）  厚生労働省「社会福祉施設等調査」より筆者が作成。  




































                                                 
98) 前述の通り、不平等尺度は他にもいくつか存在しているが、 5 節で大規模
都市間のタイル尺度の要因分解を行っていることを考慮して、タイル尺度を用
いた。なお、ジニ係数で同様の分析を行ったが、ほぼ同じ結果が得られた。  
99)  2005 年はデータが欠損しているので、除外する。  
100) 1 章 4.4 節参照。  
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図 2 大規模都市間におけるタイル尺度の推移（合併有無別）  
 
（出所）  厚生労働省「社会福祉施設等調査」より筆者が作成。  
 
図 2 は、市町村合併を行っていない大規模都市間と 2008 年度までに市町村
合併を行った大規模都市間のタイル尺度の動きを示したものである。  




 一方、市町村合併を行った大規模都市間では、 2004 年度に格差が拡大する



















































いう手段も考えられるが、個人で収集するには限界がある 101)。  
その一方で、介護保険サービスの自治体間格差の先行研究は、いくつか存在
しており、様々な角度からの検証が行われている。このうち、市町村レベルの








が示されている 102)。  
油井（ 2006）は、青森県内の在宅サービス（通所介護・リハビリテーション）
の 1 人当たりの介護給付額と、老人福祉（保健）施設数、または  老人福祉施設
（保健）定員率との関係性について、回帰分析によって検証した。  
安藤（ 2008）は、認定率、居宅利用率、居宅 1 人当たり単位、施設利用率、




Hayashi & Kazama（ 2008）は、介護保険財政の状況（第 1 号被保険料の総
額に占める財政安定化基金の割合や調整交付金を含めた公費負担率等）が認定




















































る 104)。  






























へ移ろうとするからである 106)。  
 
4. 兵庫県内での自治体間格差に関する分析  


















































                                                 









は、 26 団体の第 3 期障害者福祉計画に記載されているホームヘルプサービス









 表 1 は、タイル尺度の要因分解の結果である。平均値について見ると、財政
力指数 0.85 以上のグループの平均値が、財政力指数 0.85 未満のグループの平
均値を大幅に上回っていることがわかる。また、寄与度について見ると、財政
力指数 0.85 未満のグループが全体のタイル尺度の 69%を占めていることがわ
                                                 
109) 中澤（ 2006） ,p.47. 




団体数 平均値 タイル尺度 ウェイト
グループ内タイル尺度
財政力指数0.85以上 9 8354.3 0.484 0.536 0.259 (24%)







































ln𝑌𝑖 = α+ β𝐹𝑖 + γ𝐶𝑜𝑛𝑡𝑟𝑜𝑙𝑠𝑖 + ε𝑖 








表 3 推定結果  
 
（注）  *** p-value<0.01, ** p-value<0.05, * p-value<0.10 
変数 単位 平均 標準偏差 最小値 最大値
ホームヘルプサービスの月平均支給時間
（自然対数）
時間 7.473 1.407 5.226 10.763
財政力指数 0.693 0.192 0.360 0.970
身体障害者手帳所持者1,000人当たりの訪
問介護事業所数
事業所 3.287 2.564 0.667 11.523
身体障害者手帳1級比率 % 0.238 0.023 0.221 0.321














図 3  ホームヘルプサービスの月平均支給時間（自然対数）と財政力指数（ 2011
年度）  
 
（出所）  兵庫県内 26 団体の第 3 期障害者福祉計画、厚生労働省「地方公共団
体の主要財政指標一覧」より筆者が作成。  
 

































5. 大規模都市間での自治体間格差に関する分析  




検証を行う前に、タイル尺度の要因分解を利用して、2007 年度から 2011 年
度の 5 年間において、財政力の弱い大規模都市が全体の自治体格差にどのよう
に寄与しているか分析した。分析手法は大規模都市 62 団体を財政力指数 0.85

















年度 団体数 平均値 タイル尺度 ウェイト
2007 グループ内タイル尺度
財政力指数0.85以上 21 14.493 0.0277 0.413 0.0115 (25.9%)




財政力指数0.85以上 23 14.162 0.0362 0.438 0.0158 (42.6%)




財政力指数0.85以上 23 15.100 0.0257 0.430 0.0111 (27.0%)




財政力指数0.85以上 21 15.989 0.0358 0.407 0.0146 (40.4%)




財政力指数0.85以上 18 17.539 0.0252 0.349 0.0088 (22.5%)













年度 団体数 平均値 タイル尺度 ウェイト
2007 グループ内タイル尺度
財政力指数0.85以上 14 9.832 0.0197 0.445 0.0088 (41.3%)




財政力指数0.85以上 16 9.104 0.0141 0.477 0.0067 (48.7%)




財政力指数0.85以上 16 9.845 0.0123 0.505 0.0062 (51.7%)




財政力指数0.85以上 14 9.987 0.0078 0.437 0.0034 (49.5%)




財政力指数0.85以上 11 10.274 0.0096 0.332 0.0032 (26.9%)






表 4 と表 5 は、タイル尺度の要因分解の結果である。全体のタイル尺度を見




ープが 0.85 以上のグループを上回っており、家事援助は 2010 年度までほぼ同
等であったが、2011 年度に初めて財政力指数 0.85 未満のグループが 0.85 以上
のグループを上回っていた。このことから、兵庫県の分析と同様に、財政力の
弱い団体が、自治体間格差に寄与している可能性が高いように見える。  












帳 A 所持者と精神障害者保健福祉手帳 1 級所持者の都道府県レベルの割合を用
                                                 
112) 2006 年以前（支援費制度 )のデータは、居宅介護と家事援助の区別がされ
ていないので、除外した。 
113) 訪問回数の欠損データがある団体を除外したため、身体介護は 50 団体、




































表 6 記述統計  
 







𝐴𝐷𝐿𝑖,𝑡 = α + β𝐹𝑖,𝑡 + γ𝐶𝑜𝑛𝑡𝑟𝑜𝑙𝑠𝑖,𝑡 + ε𝑖,𝑡 
𝐼𝐴𝐷𝐿𝑖,𝑡 = α′ + β′𝐹𝑖,𝑡 + γ′𝐶𝑜𝑛𝑡𝑟𝑜𝑙𝑠𝑖,𝑡 + ε𝑖,𝑡 
i=各団体（大規模都市）  
t=年度（ 2007～ 2011）  
𝐴𝐷𝐿𝑖,𝑡=身体介護 1 人当たり訪問回数  
𝐼𝐴𝐷𝐿𝑖,𝑡=家事援助 1 人当たり訪問回数  
𝐹𝑖,𝑡=財政力指数  
𝐶𝑜𝑛𝑡𝑟𝑜𝑙𝑠𝑖,𝑡=コントロール変数  





変数 単位 平均 標準偏差 最小値 最大値
身体介護利用者1人当たり訪問回数 回 16.079 4.856 4.745 33.388
家事援助利用者1人当たり訪問回数 回 9.916 1.671 5.797 15.814
財政力指数 0.836 0.196 0.450 1.850
人口10万対居宅介護事業所数 事業所 8.487 3.762 3.081 24.576
身体障害者手帳1級比率 % 0.315 0.040 0.211 0.407
療育手帳A比率 % 0.453 0.046 0.358 0.573
精神障害者保健福祉手帳1級比率 % 0.161 0.080 0.035 0.503
人口密度 人/1ha 35.566 25.939 9.667 114.079





Test の結果、固定効果が採択された。  
 
表 7 推定結果  
 







療育手帳A比率 -64.489 (-3.725) ***
精神障害者保健福祉手帳1級比率 1.943 (0.268)
人口密度 -0.054 (-0.103)

























































 表 7 はパネル分析（固定効果）の推定結果である。（ a）と（b）はそれぞ
れ、身体介護、家事援助の利用者 1 人当たりの訪問回数を被説明変数とした
モデルの結果を表している。財政力指数については（ a）も（ b）も有意とは
ならなかった。また、コントロール変数については、（ a）では療育手帳 A 比
率と人口 10 万対医師数が有意水準 1%で有意であった。それぞれの符号は、
療育手帳 A 比率が負、人口 10 万対医師数が正となっている。一方、（b）では
コントロール変数についても有意とはならなかった。さらに、図 4 と図 5 の
訪問回数と財政力指数の散布図を見ても、ほとんど相関が見られないことが確
認できる。  


























厚生労働省が行った調査によれば、2009 年度から 2013 年度の 4 年間で、訪
問系サービスの費用が国庫負担基準総額を超過している団体は全体の 25%か
ら 30%であると報告されている。また、超過した団体の約 90%が 1000 万程度


















                                                 
















については以下のものが挙げられる。   








 第 2 に、国庫負担基準の導入である。国庫負担基準の範囲内で法律補助が
行われるようになったことで、サービス提供に関わる財政負担の基盤が固めら
れた。  
 第 3 に、利用者負担の応能負担化である。支援費制度で行われていた応能
負担は、障害者自立支援法によって一度は応益負担となった。しかし、応益負
担は低所得の障害者を中心に支給抑制を引き起こし、社会的批判を浴びたこと
から、再び応能負担へと戻された。これら 3 つの成果については、第 1 章で
指摘したものである。  

















った。そこで、残された課題を 3 つのテーマに分けて整理する。  












































































法第 30 条 4 に基づいて年金が無拠出で給付される。（巻末年表を参照）  
119) 百瀬（ 2010） ,p.188. 
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西暦  和暦  月   
1871年  明治 4 11 太政官布告「盲人ノ官職自今被廃候事」  
1874年  明治 7 12 太政官達「恤救規則」  
1875年  明治 8 10 太政官達「陸軍恩給令」  
1879年  明治 12 9 海軍退隠令廃止、太政官達「海軍恩給令」  
1883年  明治 16 1 太政官達「官吏恩給令」により、国家公務員に対す
る恩給制度が始まる  
1884年  明治 17 6 軍人恩給法公布により、陸軍と海軍の恩給制度が統
合される（1890年 7月施行）  
1890年  明治 23 3 精神病者監護法公布、精神障害者に対する私宅監置
が明文化される（7月施行）  
1905年  明治 38 4 廃兵院法公布により、傷痍軍人の収容保護施設とし
て廃兵院が設置される（9月施行）  
1906年  明治 39 5 内務省地方局長通牒「済貧恤窮ハ隣保相扶ノ情誼ニ
依リ互ニ協救セシメ国費救助ノ濫給矯正方ノ件」が
発令され、恤救規則の適用が厳格化される  
1917年  大正 6 7 軍事救護法公布（1918年 1月施行）  




1919年  大正 8 4 軍人恩給法廃止、恩給法公布（ 10月施行）  
  8 盲学校及聾唖学校令公布（1924年 4月施行）  
1929年  昭和 4 4 救護法公布（ 1932年 1月施行）  
1931年  昭和 6 1 恤救規則廃止、救護法施行  
1932年  昭和 7 3 廃兵院法改正、傷兵院法に改称されるとともに、廃
兵院は傷兵院に改称（廃兵院法中改正法律）  
1934年  昭和 9 11 方面委員令公布（1937年 1月施行）  
1936年  昭和 11 3 母子保護法公布（1938年 1月施行）  
1937年  昭和 12 5 軍事救護法改正、軍事扶助法に改称（軍事救護法中
改正法律）  
  1 厚生省が設置される  
1938年  昭和 13 4 社会事業法公布（7月施行）  
   厚生省の外局として傷兵保護院（翌年軍事保護院と
改称）が設置される  
   傷兵院が傷兵保護院に改組  
   国民健康保険法公布（ 7月施行）  
1940年  昭和 15 5 国民優生法公布（7月施行）  
1941年  昭和 16 3 医療保護法公布（10月施行）  
   労働者年金保険法公布に伴い、廃疾年金（被用者年
金）が創設される（1942年 1月施行）  
1942年  昭和 17 2 労働者年金保険法改正、厚生年金保険法（旧）に改
称（労働者年金保険法中改正法律）  
   同法改正に伴い、廃疾年金が障害年金に改称される
（現在の障害厚生年金に相当）  
1945年  昭和 20 8 終戦  
   生活困窮者緊急生活援護要綱  
1946年  昭和 21 2 恩給法の軍人恩給が廃止  
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  5 傷兵院法廃止  
  9 救護法廃止、生活保護法（旧）公布施行  
   軍事扶助法廃止  
   医療保護法廃止  
   母子保護法廃止  
   方面委員令廃止、民生委員令公布施行  
  11 日本国憲法公布（1947年 5月施行）  
1947年  昭和 22 3 学校教育法公布（4月施行）  
   盲学校及聾唖学校令廃止  
  11 職業安定法公布（12月施行）  
  12 児童福祉法公布（1948年 1月施行）  
1948年  昭和 23 7 国民優生法廃止、優生保護法公布（ 7月施行）  
   民生委員令廃止、民生委員法公布施行  
1949年  昭和 24 12 身体障害者福祉法公布（1950年 4月施行）  
1950年  昭和 25 5 生活保護法（旧）廃止、生活保護法公布施行  
    精神病者監護法・精神病院法廃止、精神衛生法公布
施行（ 1987年精神保健法に改称）  
1951年  昭和 26 3 社会事業法廃止、社会福祉事業法公布（ 10月施行）  
1952年  昭和 27 5 身体障害者雇用促進中央協議会設置   
   身体障害者職業更生援護対策要綱策定  
1953年  昭和 28 8 恩給法の一部を改正する法律公布施行、軍人恩給復
活  
1954年  昭和 29 5 厚生年金保険法（旧）改正により厚生年金保険法
（新）公布施行  
  6 特別支援学校への就学奨励に関する法律公布施行  
1955年  昭和 30 6 ILO第 38回総会にて、身体障害者の職業更正に関す
る勧告（ ILO99号勧告）が採択される  
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1956年  昭和 31 6 公立養護学校整備特別措置法公布施行  
1958年  昭和 33 4 （旧）職業訓練法公布（7月施行）  
1959年  昭和 34 4 国民年金法公布、障害年金（拠出制）と障害福祉年
金（無拠出制）が創設される  
1960年  昭和 35 3 精神薄弱者福祉法公布（4月施行）  
  7 身体障害者雇用促進法公布施行、民間企業に対して
障害者雇用（法定雇用率に応じた）の努力義務が規
定される（国や地方自治体等の公的機関は義務）  
1961年  昭和 36 5 日本初の重症心身障害児施設「島田養育園」開設  
1962年  昭和 37  各地方自治体で独自に行われていた高齢者に対する
家庭奉仕員派遣事業が国庫補助の対象となる  
1963年  昭和 38 6 重度身体障害者更生援護施設設置  
  7 老人福祉法公布施行  
   高齢障害者のための家庭奉仕員派遣事業が老人福祉
法に明文化される  
1964年  昭和 39 3 ライシャワー事件  
  7 重度精神薄弱児扶養手当法公布（ 9月施行）  
1965年  昭和 40 6 精神衛生法改正、措置入院制度設置（精神衛生法の
一部を改正する法律）  
  12 厚生省にコロニー懇談会が設置される  
1966年  昭和 41 7 重度精神薄弱児扶養手当法改正、特別児童扶養手当
法に改称（重度精神薄弱児扶養手当法の一部を改正
する法律）  
1967年  昭和 42 8 身体障害者福祉法第4次改正  
   身体障害者福祉法改正により身体障害者家庭奉仕員
（現：ホームヘルプサービス）が制度化される  




1968年  昭和 43 5 クラーク勧告  
1969年  昭和 44 7 （旧）職業訓練法廃止、（新）職業訓練法公布（ 10
月施行）  
1970年  昭和 45 5 心身障害者対策基本法公布施行  
1971年  昭和 46 4 国立コロニーのぞみの園開園  
  12 国連総会にて、「精神遅滞者の権利に関する宣言  
」採択  
1972年  昭和 47 5 第 68国会に優生保護法改訂案上程  
1973年  昭和 48 9 療育手帳制度開始  
1974年  昭和 49 3 東京都で脳性麻痺者（全身性障害者）介護人派遣事
業が始まる  
  5 優生保護法改訂案審議未了廃案決定  
  6 特別児童扶養手当法が特別児童扶養手当等の支給に
関する法律に改称（児童手当法等の一部を改正する
法律）され、特別福祉手当が創設される  
1975年  昭和 50 12 国連総会にて、「障害者の権利に関する宣言」採択  
1976年  昭和 51 9 障害児（者）緊急保護事業  
1980年  昭和 55 9 在宅障害者デイサービス事業創設  
  7 障害児（者）緊急保護事業が障害児（者）短期入所
事業へと名称変更  
1981年  昭和 56  国際障害年  
1982年  昭和 57 3 障害者対策推進本部設置  
   障害者対策に関する長期計画を策定  
  7 障害に関する用語の整理に関する法律（ 10月施行）  




1984年  昭和 59 3 宇都宮病院事件  
1985年  昭和 60 5 国民年金法改正、障害年金と障害福祉年金が障害基
礎年金（拠出制と無拠出制が併存）に一本化される
（国民年金の一部を改正する法律）  
    厚生年金保険法改正、障害年金が障害厚生年金に改
称（国民年金の一部を改正する法律）  
   特別児童扶養手当等の支給に関する法律改正、特別
障害者手当創設  
   国の補助金等の整理及び合理化並びに臨時特例等に
関する法律公布施行 訓練サービスの国庫負担率が
10分の 8（施行初年度は経過措置として 10分の 7）
から 2分の 1へ変更される    
   （新）職業訓練法改正、職業能力開発促進法に改称
（職業訓練法の一部を改正する法律）  




   障害児（者）短期入所事業及び、在宅障害者デイサ
ービス事業の国庫補助率が2分の 1以内へ引き上げら
れる  










1989年  平成元  10 家庭奉仕員派遣事業が団体事務へと移行され、国庫
補助率が2分の 1以内へ引き上げられる  
1990年  平成 2 6 福祉八法改正、身体障害者福祉法、精神薄弱者福祉
法、児童福祉法改正（老人福祉法等の一部を改正す
る法律）  
   身体障害者福祉法改正により、各種居宅サービスが
身体障害者居宅支援事業に一元化される  
    身体障害者家庭奉仕員派遣事業が身体障害者居宅介
護等事業へと改称され、ホームヘルプサービスとガ
イドヘルプサービスに分けられる  
    在宅障害者デイサービス事業は、身体障害者デイサ
ービス事業に、障害児（者）短期入所事業は身体障
害者短期入所事業に改称される  
   精神薄弱者福祉法改正により、精神薄弱者居宅支援
事業が創設され、精神薄弱者更生施設、精神薄弱者
授産施設が規定される  
1992年  平成 4 3 全国老人保健主管課長会議にて、ホームヘルプ事業
運営の手引き発布  
1993年  平成 5 2 大和川病院事件  
  3 障害者対策に関する新長期計画  
  12 心身障害者対策基本法改正、障害者基本法に改称
（  心身障害者対策基本法の一部を改正する法律）  
   国連総会にて、「障害者の機会均等化に関する標準
規則」採択  
1994年  平成 6 9 社会保障制度審議会・社会保障将来像委員会にて、
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第 2次報告が提出される  
  12 高齢者介護・自立支援システム研究会にて、「新た
な高齢者介護システムの構築を目指して」が取りま
とめられる  
1995年  平成 7 5 精神保健法改正、精精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律に改称（精神保健法の一部を改正する法
律）   
  12 障害者プラン策定  
1996年  平成 8 4 老人保健福祉審議会にて、最終報告「高齢者介護保
険制度の創設について」が提出される  
  6 優生保護法改正、母体保護法に改称  （優生保護法
の一部を改正する法律）  
   政府与党、介護保険制度の創設に関するワーキング
チームを設置する  
  11 身体障害者福祉審議会・中央児童福祉審議会障害福
祉部会・公衆衛生審議会精神保健福祉部会（障害福
祉関係 3審議会）の合同企画分科会設置  
   第 139回臨時国会に介護保険関連3法案（介護保険
法、介護保険施行法  、医療法改正 )が提出される  
1997年  平成 9 8 社会福祉事業等のあり方に関する検討会（厚生省社
会・援護局長の私的検討会）が設置される  
  11 社会福祉事業等のあり方に関する検討会にて、「社
会福祉の基礎構造改革について（主要な論点）」が
取りまとめられる  
   中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会にて、
社会福祉基礎構造改革の検討作業が開始される  
  12 介護保険法公布（2002年 4月施行）  
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   障害福祉関係 3審議会合同企画分科会にて、「今後
の障害保健福祉施策の在り方について（中間報
告）」が取りまとめられる  
1998年  平成 10 9 精神薄弱者福祉法改正、知的障害者福祉法に改称
（精神薄弱の用語の整理のための関係法律の一部を
改正する法律）  
  6 中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会にて、
「社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）」
が取りまとめられる  
  12 中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会にて、
「社会福祉基礎構造改革を進めるにあたって（追加
意見）」が取りまとめられる  
1999年  平成 11 1 障害福祉関係 3審議会合同企画分科会にて、「今後
の障害保健福祉施策の在り方について」の意見具申
が取りまとめられる  
  6 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律改正（精
神保健及び精神障害者福祉に関する法律等の一部を
改正する法律）  
  7 地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関
する法律公布施行  機関委任事務、団体委任事務が
廃止され、自治事務、法定受託事務に再編される  
2000年  平成 12 6 社会福祉事業法改正、社会福祉法に改称（社会福祉
の増進のための社会福祉事業法等の一部を改正する
等の法律）  
   同法により、身体障害者福祉法・知的障害者福祉
法・児童福祉法一部改正  障害者福祉制度は措置制
度から支援費制度へと移行（ 2003年 4月施行）  
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2002年  平成 14 12 障害者基本法に基づき、障害者基本計画（第 1期）
が策定される  
   重点施策実施 5ヵ年計画（第 1期）が策定される  
  7 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医
療及び観察等に関する法律公布（ 2005年 7月施行）  
2003年  平成 15 4 支援費制度開始（2005年度をもって廃止）  
2004年  平成 16 12 特定障害者に対する特別障害給付金の支給に関する
法律公布（2005年 4月施行）  
   発達障害者支援法公布（2005年 4月施行）  
2005年  平成 17 11 障害者自立支援法公布（2006年 4月施行）  
   社会福祉法改正（障害者自立支援法附則 61～ 63
条）  
2009年  平成 21 12 内閣に「障がい者制度改革推進本部」が設置され、
障がい者制度改革推進会議が開催される  
2010年  平成 22 4 障がい者制度改革推進会議総合福祉部会が開催さ
れ、障害者自立支援法に代わる新制度創設に向けた
議論が行われる  




2011年  平成 23 6 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等
に関する法律公布（2012年 10月施行）  









  7 障がい者制度改革推進本部廃止に伴い、障がい者制
度改革推進会議総合福祉部会が廃止される  
2013年  平成 25 6 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律公
布（ 2016年 4月施行）  
   障害者の雇用の促進等に関する法律改正（障害者の
雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律）  
2014年  平成 26 1 日本が国連「障害者の権利に関する条約」を批准す
る  
 
